
様式第１号　事業認定申請書（第４条第１項）
（Ａ４判）
                                               　　　     令和　　年　　月　　日

  （あて先）秋田県知事

                          　　  （申請者）
                       　　      所　　 在 　　地
                   　　          企　　 業　 　名
                             　　代表者職・氏名


「環境調和型産業集積支援事業補助金」事業認定申請書


      環境調和型産業集積支援事業補助金交付要綱第４条第１項の規定により、事業計画の認定を受けたいので申請します。


      １　補助金名　　 　　　　　環境産業研究開発費補助金

      ２　事業名

[bookmark: _GoBack]　　　３　事業費等(円)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※消費税及び地方消費税額を除く
　　　　　事業費          　 　補助対象経費　　       　補助金見込額　　　　

　　　４　補助事業の実施期間

      ５　事業計画書     別紙

　　　６  収支予算書     別紙 

　　  ７  連絡先
　　　  （１）責任者
              （所属）　　　　　　　　（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 　　　 （連絡先）　　　　　　　（メールアドレス）　　　　　　　　　　　　　　
（２）担当者
              （所属）　　　　　　　　（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 　　　 （連絡先）　　　　　　　（メールアドレス）　　　　　　　　　　　　　　

様式第２号の２　　環境産業研究開発費補助金（第４条第２項）
事業計画書
１　申請企業の概要
（１）沿革

（２）会社の経営理念

（３）会社の事業内容

（４）名称、所在地等
	区分
	名称
	所在地
	生産品目
	常用雇用者
	非常用雇用者(契約社員、ﾊﾟｰﾄ社員、派遣社員等）
	計

	
	
	
	
	男
	女
	
	

	  本社
	
	
	 
	
	
	
	

	  工場
	
	
	
	
	
	
	

	   〃
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	



（５）資本金及び主要株主
	株　主　名
	持　株
	株　主　住　所
	取 得 年 月 日

	
	
	
	

	
	
	
	

	   その他
	
	
	

	      計
	
	　　　　　　資本金＝　○　○　○　 



（６）売上
	 製　品
	 前々年度
	 前 年 度
	　　　販売圏域
	　　   　 主要取引先

	 ○○
	
	
	
	

	 その他
	
	
	
	

	 合計
	
	
	
	



（７）財務諸表等（３期分）
　　　　貸借対照表、損益計算書、定款、登記簿謄本
（８）主要取引金融機関　


２　事業計画
（１）事業の内容説明

①事業の目的及び理由

　②研究成果が反映されるリサイクル製品又は熱エネルギー回収施設等　

　③研究開発仕様
　　ｱ 基礎となる研究内容

　　ｲ 事業の内容、方法及び規模

（２）事業の実施体制
①事業実施組織（組織図添付）
　②主任研究者の職氏名及び履歴
　③事業従事者の職氏名
　④経理担当者の職氏名
　⑤共同研究の相手方がいる場合は、研究者の所属、職及び氏名並びに共同研究会手との役　　　　割分担

（３）事業実施日程
	 研 究 項 目
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（４）所有する機械装置（補助事業関係設備に限る）
	　機械又は装置の名称
	 数量
	  　　　　　　　用　　　　途

	
	
	

	
	
	

	
	
	








（５）事業費の明細
	区   分
	種  別
	仕  様
	単 価
	単 位
	数量
	事業に要する全経費　
	補助対象経費

	直接人件費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	技術指導受入費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	外注加工委託費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	研究委託費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	分析委託費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	副資材費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	機械装置費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	工具器具費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


※直接人件費は補助対象経費全体の１／２以内、機械装置費は１／４以内とすること。
  また、直接人件費については算定基準がありますので、あらかじめ協議下さい。

（６）当該補助事業に関連して、これまで取り組んできた事項

（７）事業実施の確実性
　　　・資金調達の見通し等
　　　
（８）従来技術との比較等

	   項　目
	  　　補助事業の実施内容
	    　　  従来の技術等

	
	
	



（９）事業実施による効果予測とその後の展望
　　　・概要
　　　・事業化計画
	　 年　度
	     　　　　   　　 事　業　化　内　容

	　 次年度
	

	 　２年度
	

	 　３年度
	


（10）本事業と産業廃棄物税条例１８条(税の使途：産業廃棄物の発生抑制、減量化、再生利用)との関係、並びに環境調和型社会（資源循環型社会）への寄与について

（11）地域活性化への貢献について（増加雇用者等）



様式第３号　収支予算書（第４条第２項）

              　　　　  　収　支　予　算　書

収入の部                                                　　        　　　（単位：円）
	   区　　　分
	     予算額
	                摘             要

	   自己資金
	
	

	   制度資金
	
	

	   銀行資金
	
	

	   そ の 他
	
	

	   合　　計
	
	




支出の部
	   事業費区分
	 　 詳　細
	　 予算額
	            摘             要

	   人件費的経費
	直接人件費
	
	

	
	技術指導受入費
	
	

	
	小　　　　計
	
	

	
   委託費
	外注加工費
	
	

	
	研究委託費
	
	

	
	分析委託費
	
	

	
	小　　　　計
	
	

	

原材料・機械器具
等
   
	原材料費
	
	

	
	副資材費
	
	

	
	機械装置費
	
	

	
	工具器具費
	
	

	
	その他
	
	

	
	小　　　　計
	
	

	   合　　計
	
	
	






2
